
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

政策統計・マーケティング事業 継続 政策的経費 行財政構造改革 ○ H16 15 10,000 10,000 ○

地域連携による政策イノベーション推進事業 継続 政策的経費 「ふるさと知事ネットワーク」による地域連携 ○ Ｈ23 8 307 307 ○

政策推進マネジメントシステム強化事業 継続 政策的経費 幸福実現、誇りを生み出す「ふるさと政策」 ○ H27 4 4,450 4,450 ○

高速交通開通アクション・プログラム・ステップアップ事業 継続 政策的経費 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 高速交通アクション・プログラム ○ Ｈ29 2 906 906 ○

総合推進調整事業 継続 政策的経費 ○ Ｓ58 36 5,000 5,000 ○

三方五湖エリア魅力アップ推進事業 新規 政策的経費 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 高速交通アクション・プログラム ○ Ｈ30 1 1,600 800 800

若狭湾の民宿滞在促進事業 新規 政策的経費 美しい県土、楽しく便利なまちの形成 高速交通アクション・プログラム ○ Ｈ30 1 3,000 3,000

関西圏における交流・経済活動等促進調査事業 新規 政策的経費 高速交通時代にブランド・観光オンリーワン戦略 ○ Ｈ30 1 2,000 2,000

7 1 27,263 800 26,463 5

平成２９年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 政策推進課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３０年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ ■ H16 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 15 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

政策統計・マーケティング事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔

［事業目的］

　県民の県政に対する関心と理解を深めて政策形成過程からの県民参加を進めるとともに、「福井ふるさと元気宣言」等に沿った政策を実現するために必要な施策の
企画・立案、検証等を行うための調査・集計を行います。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 行財政構造改革
関連する県の計画等 〔

　現状分析や政策立案、政策の効果検証等のために県民アンケートや実態調査等を実施し、県民の意向・意識や客観的事実を調査する。
　　・調査手法　　　　県民等へのアンケート調査・実態調査、民間調査会社等への委託調査
　　・調査対象者　　　原則として県内在住者
　　・実施件数　　　　年８件程度
　　・調査内容　　　　政策形成や既存政策の見直しに反映されるもの

［受益者］ 調査結果を反映した施策に関わる県民 ［想定される受益者数］  -

前事業の有無・実績 市町との連携状況  -

事業名

３件の調査を実施 政策統計・情報課の調査事業と統合

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 1 -



課長名

■ ■ H16 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 15 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

6,248 5,600 5,600 9,100

6,248 5,600 7,842 4,712

4,547 3,620 6,293

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(6) (5) (5) (5)

4 4 5 3

(6) (5) (5) (5)

4 4 5 3

■ 無

□ 有

政策統計・マーケティング事業

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

10,000 10,000

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 10,000

政策統計・情報課の調査事業と統合２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
調査結果を反映した施策
等の数

(目標) (8)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

27年度までのシーリングによる減

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 　-
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 実施件数
(目標) (8)

実績

- 2 -



課長名

■ ■ H23 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

地域連携による政策イノベーション推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部　和恵

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 「ふるさと知事ネットワーク」による地域連携

［事業目的］

　「自立と分散で日本を変えるふるさと知事ネットワーク」の交流・連携を強め、地方発の新政策を提案・実行することによって、国の政策・制度を改革する。ま
た、地方同士の新たな連携を生み出す仕組みづくりを行い、民間レベルでの多種多様な連携を創出する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 「ふるさと福井」に誇りと自信
関連する県の計画等 〔

福井県のほか14県で実施（青森県、山形県、石川県、山梨県、長野県、三重県、滋賀県、奈良県、鳥取県、島根県、高知県、熊本県、宮崎県、鹿児島県）

　○新たな政策づくりを推進するため、知事会合や政策イノベーション会合を開催
　○各県の得意分野・特長を活かした全国規模での共同研究を推進
　○地方同士の新たな連携を推進

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 　78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 知事同士のネットワークであり、市町との連携はない

事業名

・ネットワークの活性化に向け、参加県の拡大を図り、新たに滋賀
県と鹿児島県が加入

・平成30年1月に鳥取県において知事会合を開催

・東京大学と連携し、同大学の学生を受け入れ、企業における新商
品の企画や地域の活性化策などを提案

・農産物直売所における特産物の相互販売や学校給食交流などの連
携事業を実施

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 3 -



課長名

■ ■ H23 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

2,565 2,857 1,988 809

1,065 1,701 1,988 809

964 1,588 1,529

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(1) (1) (1) (1)

4 2 2 1

(2) (2) (2) (2)

3 2 2 2

■ 無

□ 有

地域連携による政策イノベーション推進事業

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部　和恵

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

307 307

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 307

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
政策提案等の全国波及や
国の制度として実現

(目標) (1)
毎年度１件

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

平成28年度は当県で知事会合を開催したため事業費が増加。

平成29年度は東アジア地方政府会合が中国（成都市）で開催されたため事業費が増加。

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

設立当初は先進的な取組みであった知事同士によるネットワークだが、
類似の取組みも出てきている。

【参考】
　日本創生のための将来世代応援知事同盟
　（鳥取県、長野県など若手知事13名）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 新たな事業の立案
(目標) (2)

毎年度２件

実績

- 4 -



課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

政策推進マネジメントシステム強化事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 - 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 幸福実現、誇りを生み出す「ふるさと政策」

［事業目的］

　政策アドバイザーとの意見交換や、各界の第一人者等との政策会議、部局横断の企画参事会等により、政策課題の解決や全国のモデルとなる先進施策をつくります。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県政
関連する県の計画等 〔

（１）政策アドバイザーとの意見交換（～30年度、年４回程度）
　　　・本県にゆかりがあり、かつ幅広い見識と人脈を有する人物を政策アドバイザーとして委嘱し、高速交通体系の整備進展、人口減少等、局面が大きく変化
　　　　する中、県勢の重要課題について、年間を通じて助言を得る。
（２）政策会議（～30年度、年間20回程度）
　　　・各分野における県内外の有識者・第一人者をリストアップし、知事・部局長等が機動的に意見交換。提言を踏まえて新施策・事業を立案・実行
（３）企画参事会、課題解決タスクフォースチーム（～30年度、年20プロジェクト程度）
　　　・複数部局にまたがる新たな課題に対し、企画参事や若手職員の企画力を生かして解決策を検討するチームを設置。新施策・事業を立案・実行
（４）大学等との共同研究プロジェクト（～30年度、ゼロ予算）
　　　・大学・研究機関等に新しい共同研究プロジェクトを働きかけ、２～３年程度の期限を設定して実行
（５）情報収集・活用（～30年度）
　　　・新聞等から得られる国内外の最新情報を迅速に把握し、本県における実施可能性を検討

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 外へ開くハイレベル県政事業

企画参事ミーティングを中心に新政策提案（約200件）を行ったほ
か、政策アドバイザーとの意見交換や各分野の第一人者との政策会
議（45回）等を通じ、産学官連携ＡＩビジネス創業支援事業や若狭
湾の民宿滞在促進事業など46件の新たな政策を立案

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

政策幹をトップに各部局企画幹をメンバーとする「新政策ディスカッショ
ン」を毎月開催し、節電運動「クールライフプロジェクト」、「食の國ふく
い」、人口減少対策など部局横断の政策を立案。予算化に結び付けた。

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 5 -



課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

6,374 6,567 4,420 4,450

4,339 4,607 4,420 4,450

3,059 3,609 2,429

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(40) (40) (45) (46)

42 41 48 46

56 42 58 45

■ 無

□ 有

政策推進マネジメントシステム強化事業

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

4,450 4,450

- 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 4,450

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 新たな政策立案件数
(目標) (45)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

職員旅費の一括計上による減（H27→H28）

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 政策会議等の実施数
(目標)

実績

- 6 -



課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

高速交通開通アクション・プログラム・ステップアップ事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 美しい県土、楽しく便利なまちの形成

［事業目的］

　交流新時代にふさわしいまちづくりを進めるため、新たに若狭湾エリア地域構想を追加した「高速交通開通アクション・プログラム」を着実に実行するとともに、
県外との交流を促進します。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県土
関連する県の計画等 〔 高速交通開通アクション・プログラム

（１）人の誘致・交流促進プロジェクト
　　・隣接県との知事懇談会に加え、経済界や様々な分野の有識者との交流ミーティングを開催するなど県際交流を強化

（２）若狭湾の居住・滞在型エリア推進プロジェクト
　　・若狭湾エリアの新たな地域構想に基づき、居住・生活環境の充実、観光・宿泊機能の強化、地域交通網の拡充など、ハード・ソフト両面での新たな地域づくり
      を開始

（３）高速交通開通アクション・プログラムの改訂
　　・東西南北のオープンゲートを通じた人・モノ・カネ・情報の流れを拡大する施策を拡充。平成３０年度末にプログラムを改訂

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 各市町の関連事業に関してヒアリングを行い、プログラムに反映

事業名

・湖北・湖西地域と嶺南地域の市町や民間団体等を集めた交流ミー
ティングの開催について滋賀県知事懇で合意し、市町と観光交流等
について意見交換を実施（11月・1月・3月）
・若狭湾エリア地域の交流拡大や新幹線駅からの二次交通の強化等
のプロジェクトを盛り込んだ若狭湾エリア地域構想を策定
・若狭湾エリア地域構想を追加し、アクション・プログラムを改訂
するとともに、地域構想に関係する県・市町の平成30年度以降の施
策や、県内の施設整備等をプロジェクト集に追加

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H29 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

4,428

1,390

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

(4)

4

(1)

1

■ 無

□ 有

高速交通開通アクション・プログラム・ステップアップ事業

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

906 906

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 906

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
先導的な民間プロジェク
トの実行

(目標) (4)
福井・坂井・丹南・奥越・二州・若狭エリア×２件

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

Ｈ30　若狭湾エリア地域構想に関する調査の終了（△3,500千円）

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況 石川県は新幹線開業の６年前、富山県は３年前に同様の行動計画を策定
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
プログラムとりまとめ・
改訂

(目標) (1)
毎年度、見直しを行い、新たな施策を追加

実績
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課長名

■ ■ Ｓ58 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 36 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

（１）課　題　　 ・「福井ふるさと元気宣言」に掲げられている重要な施策の構想段階の事業等の実現
　　　　　　　　 ・政策議論に提案された新たな政策課題の具体的推進

（２）対　象　　 ・基幹的、広域的な施策の計画に関する調査
                 ・所管が多岐にわたり調査で、関係部が共同して実施することにより総合的な効果が期待される調査
　　             ・「福井ふるさと元気宣言」に掲げられている重要な施策や政策議論に提案された新たな課題の具体的推進に関わり、
　　 　            実施することにより総合的な効果が期待される事業

［受益者］ ［想定される受益者数］

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔

［事業目的］

　「福井ふるさと元気宣言」に掲げられている重要な施策や新たな課題に対応するため、調査研究等を行います。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔
関連する県の計画等 〔

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

総合推進調整事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵
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課長名

■ ■ Ｓ58 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 36 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

5,000 5,000 5,000 5,000

5,000 5,000 5,000 5,000

4,058 0 5,000

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

1 0 1 0

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 調査事業件数
(目標)

実績

成果指標
(目標) 社会経済情勢の変化に伴う新たな政策課題に迅速に対応するための事業であり、成果指標

を設定することは困難である。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 5,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

5,000 5,000

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

総合推進調整事業
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

三方五湖エリア魅力アップ推進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H34

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 美しい県土、楽しく便利なまちの形成

［事業目的］

　三方五湖エリアが新幹線開業時に敦賀から西へと観光客を呼び込む滞在型観光の拠点となるよう、関係団体からなる協議会を設置し、全体計画を作成・実行しま
す。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県土
関連する県の計画等 〔 高速交通開通アクション・プログラム

（１）「三方五湖全体協議会（仮称）」の設置、開催（３０年度～）
　　　・環境、観光、農・漁業など関係団体からなる協議会を設置し、共通コンセプトの策定や情報共有、事業の連携促進を図る。

（２）「三方五湖ステップアッププログラム（仮称）」の作成（３０年度）
　　　・サイクリングロードや湖面等を活用した体験プログラムの充実、農・漁業の振興、景観改善などエリア活性化に向けた全体計画を作成する。

（３）キックオフシンポジウムや住民ワークショップの開催（シンポジウム：３０年度、ワークショップ：３０年度～）
　　　・地域全体で活性化に向けた機運を高められるよう、シンポジウムや住民ワークショップを開催する。

［受益者］ （直接）五湖周辺の住民　　（間接）県民 ［想定される受益者数］ （直接）約4,000人　　（間接）78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況 美浜町、若狭町とともに全体協議会（仮称）を構成

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

（諸）

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

□ 無

■ 有

三方五湖エリア魅力アップ推進事業

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H34

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,600 800 800 市町からの負担金

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,600

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
三方五湖の入込数（千
人）

(目標) (300)
当面28年水準（30万人）を維持　※レインボーラインの観光入込客数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

・園芸拠点施設整備事業（農林部）
・「年縞」活用推進事業（安環部）
・年縞博物館開館記念事業（安環部）
・里山里海湖魅力向上検討事業（安環部）
・タイムスケィプ研究・活用事業（安環部）
・三方湖のヒシ対策事業（安環部）
・三方五湖自然再生事業（安環部）
・若狭湾の民宿滞在促進事業（総政部）

活動指標
住民ワークショップの参
加者数（人）

(目標) (120)
30人/回×4回

実績
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課長名

■ □ Ｈ30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

若狭湾の民宿滞在促進事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

事業主体 小浜市、美浜町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 美しい県土、楽しく便利なまちの形成

［事業目的］

　嶺南地域における新幹線利用客や外国人旅行客など新たな観光需要に対応するため、民宿等が協力して地域全体の魅力を高める総合的な取組みを支援します。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な県土
関連する県の計画等 〔 高速交通開通アクション・プログラム

新たな観光需要を取り入れるために市町が行う漁業集落活性化の取組みを支援
・地域全体をマネジメントする組織の設置、エリア活性化に詳しい外部専門家の招へい
・地域における民宿経営の実態、課題、施策の方向性の整理。具体的なプロジェクトの検討、試行
（プロジェクト例）ビジターセンター設置、１民宿１体験メニュー、空き家（蔵）再利用　等
　実施主体：小浜市、美浜町
　補　助　率：１／２
　補助限度額：１，５００千円／市町・年
　補助期間　：２年間

［受益者］ 嶺南地域（小浜市・美浜町）の漁業集落 ［想定される受益者数］ 約４万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

市町は、地域が設置する地域全体をマネジメントする組織に対
し、エリア活性化に詳しい外部専門家の招へいや、民宿経営の実
態、課題、施策の方向性の整理、具体的なプロジェクトの検討、
試行を委託。

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ □ Ｈ30 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

□ 無

■ 有

若狭湾の民宿滞在促進事業

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業主体 小浜市、美浜町
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 補助 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

3,000 3,000

1/2 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 3,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 プロジェクト数
(目標) (4)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

三方五湖エリア魅力アップ推進事業

活動指標 実施地域数
(目標) (2)

実績
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課長名

■ ■ Ｈ30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

関西圏における交流・経済活動等促進調査事業

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 － 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 高速交通時代にブランド・観光オンリーワン戦略

［事業目的］

　北陸新幹線の早期全線開業や大阪での実現を目指す万国博覧会、「いちほまれ」の本格販売等に向け、関西圏における本県のＰＲ強化のため、効果的な営業戦略等
を検討します。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な産業
関連する県の計画等 〔

（１） “いちほまれ”や新鮮な水産物など、福井の食を関西に売り込む販路開拓調査、関西圏消費者のニーズ調査

（２） 関西圏におけるＰＲ・活動拠点の適地、機能、体制等の調査

［受益者］ 県民 ［想定される受益者数］ 78万人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３０年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ Ｈ30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 1 年

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

［成果指標等の推移］

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度

■ 無

□ 有

関西圏における交流・経済活動等促進調査事業

部局名 総合政策部 課名 政策推進課 服部和恵

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 新規 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H30

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,000 2,000

－ 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３０年度 実績等を踏まえた３０年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 2,000

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標)

営業戦略策定のための調査事業であり、成果指標の設定になじまない。

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３０年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
調査の実施、営業戦略の
策定

(目標) 営業戦略策定のための調査事業であり、成果指標の設定になじまない。
※平成３０年度中に関西圏において調査を実施し営業戦略等を策定する。

実績
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